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]  はじめに 

わが国において 公害問題が社会問題として 耳 

目を集め始めたのは 1960 年代後半に入ってのこ 

とであ った・水俣病，新潟水俣病，イタイイタ 

イ病 および四日市喘息などの 公害訴訟に代表さ 

れる各種の公害の 頻発に対して ， こ ・の時期，環 

境庁の設置，公害対策基本法を 始めとする各種 

の公害関連法規の 制定など，公害の 防除への 取 

0 組みが進められた・その 結果，経済成長を 損 

うことなく公害削減が 果たされた 1@. 日本経済 

のもう一つの 奇跡といわれる 所以 2@ であ る．わ 

が国が，主として ，規制白 9 方法に 2 0 ，公害問 

題に対処したのに 対して，欧米，特に 米国では， 

異なる対応がみられた． 

1960 年代後半の米国においては ，ベトナム反 

戦運動や黒人の 公民権 運動などの政治運動が 盛 

り上がる中で ，公害問題ばかりでなく ，マイノ 

リティの雇用と 昇進，製品の 安全性，従業員の 

安全と健康，公正な 取引などの多様な 社会的問 

題を巡って企業と 社会とがコンフリクトを 起こ 

していた・ このコンフリクトの 解消 策 の一つが， 

企業によるこれらの 社会問題へ取り 組み，すな 

わち企業の社会的責任活動の 開示の試みであ っ 

た・ この試みが， 1970 年代に入り，社会責任会 

計あ るいは社会監査へと 発展していった． 

ミクロ会計の 分野と同様に ，マクロ会計の 分 

野 においても， 1970 年代に入り，国民の 経済的 

福祉問題への 関心が高まり ，福祉指標の 研究が 

進められた・すなわち ， この時期， GNP が 経 

清酌福祉の水準を 的確に表示していないとの 観 

点から， GNP に，社会的便益を 加算しそこ 

から社会的費用を 減算することにより ，経済的 

福祉指標を作成する 幾つかの試みが 行われた 3,   

このような指標の 代表例として ， NNW および 

MEW などを挙げることができる ， 

1980 年代後半に入り ，温暖化， オゾン層の破 

壊，酸性雨などの 地球規模の環境問題に 社会の 

関心が寄せられるようになったが ，それと共に ， 

ミクロ会計の 分野では，社会監査を 源流とする 

環境監査が発展した ，現在，国際標準化機構 

(ISO) で，その国際標準について 検討されて 

いる・来年には 制定されることが 見込まれてい 

る ・社会責任会計あ るいは社会監査の 発展の停 

滞の状況を考えると ，環境監査の 国際基準の制 

定の動きは誠に 驚くべき速さといいうる．それ 

だけ，現下の 環境問題の重要さについて 高い認、 

識の一致があ るとみることができる． 

一方，マクロ 会計でも，環境問題の 重要性を 

勘案して， GNP を修正して新たなる 指標すな 

わち経済発展と 環境保全の調和あ るいは持続的 

発展を表示する 指標を作成しょうという 動きが 

あ る・ この指標は，一般にバリーン GNP とい 

われている． 

この様に， ミクロ会計もマクロ 会計も，ほぼ 

同じ時期に，公害問題や 環境問題などの 社会問 

題に対して取り 組みを始めていることは 興味深 

い   

本稿では，マクロ 会計の分野に 絞り，公害問 

題や環境問題の 解消という社会的ニーズに 応、 え 
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るための新たなる 経済的 祉 指標の作成の 変遷と 

仝後の展開について 検討することにしたが． 

2
 経済的福祉指標としての NNw 

1953 年に，国際連合から『国民勘定体系と 補 

助 表 ] い わゆる 旧 SNA が公刊され 4), その考 
え方の普及と 共に，多くの 国で， GNP ( あ る 

いは国民所得 ) という単一の 経済量の測定から ， 

消費，投資，貯蓄などの 経済 量 相互の関係を 勘 
定形式で表示することが 一般的になった． この 

ことは，「国民所得から 国民勘定へ」という R. 

Stone の言葉 5) に良く表されている． GNP 推 

計におけるこの 様な関心の変化は ， GNP を 経 

清酌福祉の指標とみる 従来の考え方を 後退させ， 

それを経済活動水準の 指標とみる考え 方を有力 

なものにした 6). 
ところが， 1970 年代に入り，マクロ 会計の分 

野で，公害問題，家事労働および 余暇活動など 

0 間 題 に関心が高まり ， GNP を修正して，経 

済的福祉の指標を 作成する機運が 盛り上がっ 

た 7). この指標の代表的なものの 一つが，経済 
審議会・ NNW 開発委員会に よ る NNW であ る   

この NNW の開発に先立ち ， 同種の指標とし 

て， W. D. Nordhaus および J. Tobin による 

MEW が 提 Ⅰ 昌 されている 8). そこで， まず， 

MEW から取り上げることにしたい． 

Ⅲ No,dhaus&Tobin の MEW 

W.D. No,dhaus および J, Tobin に よ ると， 

経済的福祉指標 (Measu,e of Econo ㎞ c Wel- 

fa,e, 略称 MEW) の開発は，経済活動の 究極 

の目標であ る消費水準を 的確に表す指標の 開発 

が 遅れているため ，実験的に試みられた 9). 

MEW の作成にあ たっては， GNP に次の 3 種 

の修正が行われる． すなわち， GNP を構成す 

る最終支出の 再分類，耐久消費財のサービス お 

ょび 家事労働の帰属計算，ならびに 都市化に伴 

う 不快 度 (disamenity) の計算であ る・ 

① GNP を構成する最終支出の 再分類 10) 
最終支出の再分類には ，二つの 範濤 があ る・ 

まず，第一は ，国民勘定で 最終支出 ( 最終生産 

物 ) とされている 項目を中間支出 ( 中間生産 

物 ) に移すことであ り，つぎに， この様にして 

得られた最終支出を 消費支出と資本形成に 再分 

類することであ る． 

イ ．最終支出から 中間支出への 移行 

GNP や NNP には，経済的福祉の 向上に直 

接関係のない 最終支出が含まれている．例えば ， 

通勤 費 がこれに当たる． この 他 ，治安維持関連 

費 ，公衆衛生サービス 費 ，道路管理費および 国 

防費など，政府の 最終支出中の 遺憾な必要支出 

(,egrettable,)  を挙げることができる   これら 

の支出は手段的支出 (inst,umental eXpendi- 

tures) といわれ，最終支出から 中間支出に移 

される． これに見合って GNP や NNP が圧縮さ 

れる． 

ロ ．最終支出の 消費支出と資本形成への 区分 

NNP により継続可能な 最大消費支出を 知り 

得るので，経済的福祉の 指標としては ， GNP 

より NNP の方が優れている． ところで， GNP 

と NNP の差は資本減耗であ る． これは，過年 

度に累積された 総資本形成すなわち 資本ストッ 

ク よりの当年度の 差し引き分を 意味する．経済 

的福祉の観点から ，国民勘定で 消費支出とされ 

ている耐久消費財，資本財に 対する政府支出， 

教育および医療面での 人的資本関連の 支出など 

は資本形成とされ ぅ るので， この措置に見合う 

資本減耗 分 が国民勘定上の 資本減耗に加算され ， 

GNP から差し引かれることになる． 

この 他 ， 持続可能な消費 (sustainable con- 

， umption) すなわち持続可能な MEW を算出 

するために， 人口の増加率に 見仝 ぅ 資本ストッ 

クの増加額を 計算し これを成長要件 (9,ow- 

th,equi,ements) として， GNP から控除する・ 

②耐久消費財および 家事労働などが 生み出す 
サービスの帰属計算 11) 

国民勘定では ， 自己所有家屋についてその 帰 

属地代が算出され ， GNP に加算される・ この 

加算の理由は ，それと同種のサービスが 市場で 

取引されていることにあ る 12). 経済的福祉の 
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観点からは，市場で 行われる取引ばかりでなく ， 表 l  GNP と持続可能な MEW  (1958 年価格Ⅰ 

当該項目の福祉への 貢献度が考慮に 入れられる・ 

そこで， 自己所有家屋以外の 耐久消費財および 

政府所有の資本財のサービス ，教育および 医療 

面における人的投資のサービス ，余暇活動およ 

び非市場的生産活動 ( 家事労働 ) などについて 

帰属計算が行われる． 

③都市化に伴 う 不快 度 13) 
国民勘定では ，経済成長がもたらす 外部不経 

済を表示しない． W. D. Nordh" 、 ， S および J. 

Tobin は，外部不経済の 大半は都市化の 進展に 

関わっていると 考える．そこで ， 田園地域の住 

人と比較して ，都市住人の 所得が高いのは ，都 

市での生活や 労働の不， 央度 に対する償いとみて ， 

l . GNP 

2. 資本減耗 ( 国民勘定上の ) 

3. NNP @ 民 勘定上の ) 
4. 手段的支出 

a. 政府部門 

b. 民間部門 

5. 帰属計算項目 
@ 民 勘定で取り扱わない 
a. 余暇活動 

b. 非市場活動 

c, 都市化の不快 度 

d. 政府および家計部門の 
資本サービス 

  

 
 

一 

( 単位 : 10 億ドル ) 

1929 年 1965 年 

203.6  617.8 

一 20.0  一 54.7 

183.6  563.1 

一 6.7  一 63 ユ 

一 10.3  ー 30.9 

339.5  f62f6.9 

85.7  295.4 

一 12.5  一 34.6 

29.9  78.9 

両地域の住人の 所得の格差額を 算出し これを 

外部不経済として 把握する． 

以上の修正計算を 行い，表 1 および表 2 に 示 

されている持続可能な MEW が算出される   

6. 追加的資 * ぺ減耗 一 19.3  一 92.7 

7. 成長要件 一 46.1  一 101.8 

8. 持続可能な MEW 543.6  1241.1 

d@ : Moss ， Mlton (ed ・ ) ， The Measurement of 
Economic@ and@ Social@ Performance ， (1973)@ cfc 

表 1 では GNP を，表 2 では個人消費支出をそ 

れぞれ出発点する 持続可能な MEW の計算構 

造が示されている ， 

(2) 経済審議会の NNW 

経済審議会は ， 1971 年 ( 昭和 46 年 ) 5 月に． 

NNW 開発委員会を 設置し「 GNP の福祉指標 

としての機能を 強化する方法」を 開発する作業 

に着手した．約 2 年後の 1973 年 1 月に， NNW 

(N 。 t National Welfa,e) と名付けられた 新し 

い国民福祉指標に 関する中間報告が 発表され 
た 14,   

委員会に ょ れば，福祉指標としての NNW 

は ， 年々の消費のフロー 量 として計測される・ 

概念的には，従来の 国民勘定では 取り上げられ 

なかった，福祉の 観点からのプラズ 項目とマイ 

ナス項目を評価し GNP (NNP) に 加 ，成する 

ことによって 求められる 15,. この考え方は ， 

基本的には，先に 取り上げた W.I コ ・ N0rdhaus 

および J.Tobin の MEW と同種のものであ る・ 

委員会， そして W. D. Nordhal ュ s および J. 

Tobin も指摘していることであ るが， NNW や 

り 作成． 

MEW は，有効需要あ るいは経済活動の 指標で、 

あ る GNP にとって代わるものでない． それと 

補完的に併用されるべきものと 考えられている 

ことを強調しておきたい 161. 

NNW の構成項目は ， ① NNW 政府消費 ② 

NNW 個人消費 ③政府資本財サービス ④個 

人耐久消費財サービス ⑤余暇時間 ⑥市場覚 

活動 の環境維持経費 ⑧環境汚染 ⑨都市化 

に 体な う 損失などからなるⅢ． 

① NNW 政府消費 

政府消費は，当時の 日本の国民勘定では「政 

府の財貨サービスの 経常購入」 ( 現在の国民勘 

定では政府最終消費支出に 当たる ) を意味する 

これに対して NNw 政府消費は，国民勘定の 

政府消費から 司法・警察・ 一般行政等 い わゆる 

遺憾な必要支出が 控除される， この結果， この 

項目は，教育文化，社会福祉，保健衛生などの 

支出からなる 

② NNW 個人消費 

当時の国民勘定の 個人消費支出 ( 現在の国民 

勘定では民間最終消費支出に 当たる ) から耐久 
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表 2  現実および持続可能な MEW  (1958 年価格 ) 

実数 (1(M 億ドル ) 構成比 ( 拷 ) 

1929 年 1965 年 1929 年 1965 年 

1. 個人消費支出 ( 国民勘定上の ) 139.6 397.7 25.7 32.0 

2. 民間部門の手段的支出 一 10.3 一 30  .9 一 1.9 一 2.5 

3. 耐久財への支出 一 16.7 一 60.9 一 3,1 一 4 円 

4. その他の家計部門の 投資支出 一 6.5 一 30  ． 1 一 1.2 一 2.4 

5. 耐久消費財サービスの 帰属計算 24  .9 62.3 4.6 5.O 

6. 余暇活動の帰属計算 " 339.5 626  .9 62.5 50.5 

7. 非市場活動の 帰属計算 * 85.7 295.4 15.8 23.8 

8. 不快度の修正計算 一 12.5 一 34  .6 一 2.3 一 2.8 

9. 政府消費支出 0 ・ 3 1.2 O.1 0  ・ 1 

10 ．政府部門の 資本財サービスの 帰属計算 4  .8 16.6 O.9 l.3 

11. 消費支出合計 ( 現実の MEW) 、 548.8  1243.6 101.O 100  .2 

12. MEW 純 投資 一 5.3 一 2.5 一 1.0 一 2.0 

13. 持続可能な MEW 543.5  1241.1 100.0 100  .0 

dl@ ， ・ @｀oss ， Mlton・ ， ) ， The｀easurement｛f・cono Ⅲ     c‖ndヾocial‾erformance ， (1973) 
より作成． 

(* これらの帰属計算項目の 概念について 明確な合意がないため   3 通りの推計がされて 
い る・ これらのうち ，表 1 との整合する 推計値を表示した． ) 

消費財購入費，ならびに 通勤 費 および個人事業 あ るが，最も重要な 主婦の家事労働についての 

経費などの手段白 9 支出を控除したものであ る   み 推計される． 

③政府資本財サービス の 環境維持経費 
教育施設，環境衛生施設，医療・ 保健施設， 公害などから 自然環境を守り ， これを正常に 

社会福祉施設，都市公園施設などの 生活関連札 維持するための 経費であ る・政府の公害対策費， 

余資本ストックそれ 自体ではなく ， このストッ 下水道・し尿処理・ごみ 焼却などに関わる 政府 

ク から得られるサービス ( 生産物 ) を推計する   の 公害防止施設および 大気汚染・水質汚濁・ 廃 

下水道やごみ 焼却場などの 施設については ， 葉物処理などに 関わる民間公害防止施設の 維持 

「の環境維持経費」で 考慮される   運営経費ならびに 同施設の帰属サービスが 推計 

④個人耐久消費財サービス される   

当時の国民勘定の 個人消費支出から 耐久消費 ⑧環境汚染 

財購入費を控除することに 見合った項目で ，個 環境を悪化させている 汚染物質を必要な 限度 

人 耐久消費財のストックから 生み出される サ一 まで適切に処理すると 仮定した場合に 要する 

ビスが推計される   年々の経費を 推計する・具体的には ，水質汚濁， 

⑤余暇時間 大気汚染および 廃棄物について ，環境悪化がそ 

生産性の増大の 一部は所得の 増大となり， 一 れほど進んでいなかった 1955 年 ( 昭和 30 年 ) 時 

部は労働時間の 短縮により余暇時間の 増大とな 点 レベルに汚染物質を 抑制するに必要な 経費が 

って表れる・そこで ，国民が所得の 増大と余暇 計算される   

時間の増大との 間の選択を行ったものと 考え ， ⑨都市化に伴 う 損失 

実現した余暇時間に 関して貨幣額の 推計をする   都市化に伴う 損失のうち，通勤事情の 悪化 お 

⑥市場覚活動 ょび 交通事故被害の 増大が取り上げられ ，それ 

市場覚活動には 趣味の園芸や 日曜大工なども らに関する損失が 推計される   
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表 3  NNW の試算結果 (1970 年価格Ⅰ 

NNW 政府消費 

NNW  個人消費 

政府資本財サービス 

個人耐久消費財サービス 

余暇時間 

市場覚活動 

環境維持経費 

環境汚染 

都市化に伴う 損失 

NNW 

NDP ( 国内純生掛 

  実数Ⅱ 0 億円 )   構成比 (%  ) 

1955 年 

1,199 

10 ． 427 

l34 

9I 

2,231 

1.911 

一 20 

一 35 

一 435 

15,505 

13.397 

出典 : 経済審議会・ NNW 開発委員会編『新し 

の，⑧および⑨の 3 項目は ，そ c ヴ 性質から推 

して， NNW  のマイナス項目であ る． 

以上により，試算された 結果の - 一部を表 3 に 

示した． 

1955 年度から 1970 年度の 15 年間で， NDP は 

3.6 倍に， 一方， NNW は 2.9 倍 と ， NDP の 仲 

び 率より低い・ これは，同期間中に ，環境汚染 

を中心に NNW のマイナス項目全体で 15.6 倍 

になったためであ る． NNW のプラス項目の 中 

で， NNW の伸び率より 高い増加を示したのは 

NNW 個人消費，政府資本財サービス ，個人 耐 

久 消費財サービス ，市場覚活動などであ る． こ 

れらの項目は 構成上ヒでも 増加している．余暇時 

間は構成比は 若干下がったが 金額的には大幅な 

伸びを示した． NNW のプラス 項 [ ョは ついての 

みから判断すると ， 15 年間における 経済成長に 

より， 財 およびサービスの 面での国民の 欲求充 

足はかなりのものがあ ったといいえよう．概し 

ていえば，表 3 は，高度成長期における 所得の 

増加に伴う個人の 欲求充足の状況と 生産の増大 

に伴う環境悪化の 状況を良く表している． 

表 3 と同様の内容を 持つ表 2 と比較してみよ 

う・構成比で 見ると，個人消費支出 ( 表 2) と 
NNW 個人消費 ( 表 3) ならびに余暇活動の 帰 

属計算 ( 表 2) と余暇時間 ( 表 3) が大きく数 
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い 福祉指標 NNWJ (1973 年 ) より作成   

値を異にしている・ この原因は，余暇活動の 評 

価に依拠するところが 大きいと考えられる．す 

なわち，当時の 米国と日本の 1 人当たり国民所 

得は 3 一 4 倍の差異があ る 上 ，余暇時間も 米国 

の方がかなり 多 い ため，平均質 率 と余暇時間の 

積として余暇活動の 評価をすると ，米国の方が 

かなり大きな 数値となることが 推測され ぅる ． 

かくして，米国では ，余暇活動が 日本に比較し 

て大きな金額で 計上されるため ，個人消費支出 

の割合が相対的に 低下することになる． 

もう一つの大きな 相違点は， NNW では， 都 

市 化に伴う損失 ( 不快度の修正計算 ) 以外に， 

環境維持経費および 環境汚染を推計しているこ 

とであ る・ これは， グリーン GNP の作成の観 

点から，評価される． 

3  持続的発展の 指標としてのバリーン GNP 

田 経済的福祉指標の 発展の停滞 

経済的福祉への 関心の高まりと 共に， 1970 年 

代の初めに， MEW や NNW などの福祉指標の 

開発が行われたことは ，前節で指摘したとおり 

であ る， ところが，その 後， この種の経済的福 

祉指標が継続的に 推計されるというⅡ た 兄には至 

らなかった． MEW や NNW がマクロ会計の 分 

野 で定着しなかった 原因はいくつか 考えられる． 
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主たる原因は ，経済的福祉概俳の 檬 抹 さと算定 

技術上の問題といい 得よう 18). 
経済的福祉概俳の 檬 昧 さは， この概念それ 自 

体をどう定義するかという 問題もあ るが，差し 

当たり，それを「主観的な 満足・不満足にっ ぃ 

ての ネットの量的大きさ」と 理解する場合 19), 
" 主観的な満足・ 不満足 " をもたらす項目が 数 

多 あ ることに由来する 20). このため， GNP あ 
るいは個人消費支出へ 加算すべき項目 ( プラス 

項目 ) および減算すべき 項目 ( マイナス項目 ) 

についての合意形成にあ たり，多くの 議論が展 

開されることになる 21). いずれも試算ではあ 
るが， MEW と NNW の間でもそれらの 構成内 

容に相違がみらた． 

つぎに，経済的福祉概俳について 合意が得ら 

れたとしても ， GNP あ るいは個人消費支出へ 

の加減項目の 大半が市場で 取引されないので ， 

それらの項目をどのように 貨幣額 は 換算するか 

という評価問題が 生ずる．例えば ，経済的福祉 

指標のマイナス 項目とされる 環境汚染に関して 

つ ぎのような 4 種の方法が考えられる 22). 

①環境汚染防除と 統制のための 実際支出を集 

計する方法 

②環境アメニティ 喪失の修正計算 

③仮説的な環境資本修復費の 計算 

④環境破壊コストの 計算 

これらの方法のいずれを 採用するかは 環境汚 

染の定義に依存するが ，評価方法の 的確さなら 

びに容易さに 依存するところも 大きい．環境汚 

染で指摘される 問題は多少の 違いはあ っても余 

暇時間や家事労働についてもみられるところで 

あ る， 

以上に指摘した 経済的福祉概俳の 檬 昧 さおよ 

び算定技術上の 問題に加えて ，経済的福祉指標 
の発展を停滞させたもう 一つの大きな 原因があ 

る・それは， 1970 年代中葉から 後半にかけての 

二度のオイル・ショックに 起因する世界的規模 

の 不況であ る・ この不況に 2 0 ，社会の関心が ， 

福祉の増大から ，再び雇用の 増大あ るいは所得 

の増大に推移したことが ，経済的福祉指標の 開 

発 に関心を持っ 研究機関や研究者の 研究意欲に 

抑止的影響をもたらしたものと 推察される． 

1970 年代に発展した 社会責任会計や 社会監査 

は，企業の社会的責任概念の 檬 昧 さおよびその 

貨幣 額 での評価方法の 困難さに加えて 23), オ 
イル・ショックに 起因する不況の 下で，その発 

展が停滞した 24) が，経済的福祉指標にも 同様 
の事態が生じていたことを 指摘しておきたい． 

(2) グリーン GNP の開発 

1980 年代後半に入り ，地球規模の 環境問題へ 

の対応の必要性が 広く認識されるようになると 

共に，経済発展と 環境の調和すなわち 持続的発 

展が大きな社会的関心を 引くようになった． こ 

こで，再び， GNP が 姐 上に乗せられた． GNP 

は環境悪化や 自然資源の減耗などを 反映しなが 

故に， GNP を指標とする 経済運営は環境悪化 

および自然資源の 減耗に よ る持続不可能な 経済 

開発をもたらすという 議論が展開されるように 

なった 25). 
このような議論を 背景として， GNP の修正， 

さらには SNA の見直しの試みが 行われている   

広義には， この試みを一括してグリーン GNP 

と 呼ぶことがあ る 26). しかしその内容を 子 
細に検討すると ，二つの 範 時に大別され 得る・ 

第一の 範 肩は， GNP にプラス項目とマイナス 

項目を加減し 持続的発展の 指標の開発を 目指 

すものであ る・ この 範時 は， MEW や NNW を 

起源としているといえよう．第二の 範時は， 自 

然資源のストックの 一覧表すなわち 自然資源勘 

定や環境関連情報の 集積の場としての 勘定すな 

わち環境勘定の 作成を試みるものであ る 27). 
第一の 範畦がプ ロ一に焦点を 合わしているのに 

対して，第二の 範 時 はストックあ るいはフロー 

とストックの 双方を考慮している． 

①持続的発展の 指標の開発 

プ ロ一に焦点を 合わした 範鴫は ， さらに二つ 

ぼ分けられ得る． その一 つは 環境悪化や環境被 

害などの環境損失のみを 考慮するものであ り， 

他の一 つは MEW や NNW の枠組みの中で ， 
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環境損失を考慮するものであ る． 

イ ．環境損失を 考慮した持続的発展の 指標 

この 範 時に入る指標では ， GNP を経済的業 

績の指標とする 経済運営は，土壌，地下資源， 

水資源，森林資源などの 自然資源の劣化 (de- 

g,adation) や 減耗 (depletjon) を考慮に入れ 

ない持続不可能な 発展を指向するものとの 反省 

から，持続可能な 発展を示す指標を 得るために 

環境損失を推計し これを GNP (NNP) から 

控除するだけでなく ， 自然資源の減耗分も 控除 

する 28,. 環境損失や自然資源の 減耗分を金額 
で推計する困難さに 加えて，環境を 正常に維持 

するに要する 支出すなわち 現状維持口 り 支出 

(defensiveexpenditures) の内容に関して 議論 

の 余地が残されている ， 9). これらの支出は 一 

般に政府消費支出や 個人消費支出などの 最終支 

出項目に包含されているので ， それらが現状維 

持的支出とされると ，最終支出 よ り中間支出に 

移されることになる． これに見合って GNP が 

圧縮される． この種の指標の 例としては EDP 

(Eco Domestic P,oduct) を挙げることができ 

る 30). 
ロ ． 環境の視点からの NNW  の拡張 

MEW および NNW は，長期的視点からの 特 

定年度における 消費可能な生産物の 指標という 

意味で，持続可能な 発展の指標であ る． しかし 

ながら， この指標は先述した 自然資源の減耗 分 

を 考慮に入れていない． C. W. Cobb および 

J.B, Cobb は， 基本的には， MEW や NNW を 

出発点として ， これに所得配分，環境悪化， 自 

然資源の減耗などを 加減する新たなる 指標 

ISEW  (lndeX of Sustainable Econo ㎡ c Wel- 

fare) の作成を試みている 31). 
②ストックを 考慮した勘定の 開発 

この 範時も ， 自然資源ストックのみを 対象と 

する勘定を作成するものと ， SNA との統合 

(integration) を考えた勘定を 作成するものと 

の二つに分けられうる． 

イ ． 自然資源勘定 

持続可能な発展にとって ，土壌，地下資源， 

水資源，森林資源などの 自然資源が果たす 役割 

が大きいことに 注目して，各種の 自然資源のス 

トックの増減を ， 主として物量で 測定する試み 

がいくつかの 国で行われている・ 例えば， ノル 

ウェ一では， エネルギⅠ魚類，土地，森林， 

特定の鉱物資源などについて ，資源勘定が 作成 

されている・ その基本的構造は ，期首保有量に ， 

期間中の総採取量，新発見や 新技術開発などに 

よる調整量などを 加減して期末保有量を 算出す 

るというものであ る 3%. 

ロ ．サテライト 勘定としての 環境勘定 

1993 年に SNA が改定された． 改定 SNA で、 

は，従来の国民勘定を 構成する勘定 辞 すなわち 

中枢体系 (central framework) を補完するも 

のとしてサテライト 勘定が導入され ，その一種 

として環境勘定が 取り上げられている 33). 

サテライト勘定は SNA の中枢体系では 十分 

に表示し得ないような ，社会的に関心を 集めて 

い る特定分野 ( 例えば，文化，教育，保健，環 

境保全，研究開発など ) の活動に関わる 費用， 

支出，収入，便益などを 表ボする・ この勘定は， 

基本的には金額で 表示され， SNA の中枢体系 

の 諸経済 量と 関連付けた分析を 吋 能 にする． こ 

の種のサテライト 勘定としての 環境勘定は， フ 

ロ一に焦点を 合わしており ，勘定の中で ，先述 

した EDP の表示も吋 能 であ る． 

改定 SNA では，環境勘定として ， さらに， 

自然資源勘定についても 取り上げられている． 

この場合，持続可能な 発展の視点から ， 自然資 

源ストックに 関する勘定と GNP 修正指標 ( 例 

えば， EDP) を含む プ ロ一の勘定との 統合が 

考慮されている 341. 

4  結びに代えて 

公害問題に対する 関心が高まった 1970 年代に， 

GNP が経済的福祉を 十分に表示しないとの 観 

点から， MEW や NNW などの経済的福祉指標 

が開発された． しかしながら ，既述した事情か 

ら， これらの福祉指標は 定着しなかった． 

ところが， 1980 年代後半に，地球規模の 環境 
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問題への関心の 高まりと共に ， MEW や NNW 合同出版， 1994 年， 25 頁   

の 見直しが始められた・すなわち ， これらの指 

標の考え方を 踏襲した持続的発展の 指標すなわ 

ちグリーン GNP の開発に関心が 寄せられてい 

る， グリーン GNP 開発については ，二点に絞 

って言及しておきたい． 

まず，第一点は ， MEW や NNW の拡張とし 

ての福祉指標 ( 例えば， ISEW) の開発も重要 

であ るが， EDP のように， GNP を， 自然資源 

の減耗を含む 環境要因のみを 考慮して修正する 

指標の開発の 試みを重視したり． EDP のよう 

な指標の場合は ， MEW や NNW に代表される 

経済的福祉に 関する包括的な 指標に上ヒ 駁 して， 

GNP に加減すべき 項目の決定という 概念上の 

問題が少ないため ， EDP のような指標ならび 

にそれらを包含した 環境に関するフロー 勘定の 

開発に関する 国際的合意が 比較的容易なのでは 

ないかと思われる．企業の 社会的責任という 概 

念上の問題がその 発展を阻んだ 一因となって い 

る 社会監査が，環境問題に 焦点を合すことによ 

って，環境監査として 急速に発展しその 国際 

標準の策定が 来年に迫っていることからの 類推 

であ る． 

他の一点は， フロー勘定としての 環境勘定と 

の 統合を指向した 自然資源勘定の 開発の試みで 

あ る・ この試みは， SNA において， ストック 

勘定であ る国民貸借対照表の 開発が大幅に 遅れ 

たことから推して ，容易ではないと 想像され 得 

る ・ しかし経済活動において ， フローはスト 

ックから生み 出され， ストックは プ ロ一の結果 

をであ ることを考えると ，持続的発展を 考慮す 

る経済運営を 行うためには ， フロー勘定と 統合 

された自然資源勘定は 不可欠のものであ り， そ 

の 開発のための 研究が促進されなければならな 
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